P   ／　　
（様式１）

実　績　申　告　書
令和　 年　 月　 日　　

大阪府総務部契約局長　様

所　 在　 地

商号又は名称　　　　　　　　　　　　

代 表 者 名

委託名称：大阪府営浅香山住宅エレベーター棟増築工事監理業務
令和８年10月８日付けで公告のありました標記業務の実績申告書について、別紙のとおり提出します。なお、提出書類は、虚偽の内容を記載していないことを誓約します。

	申告する評価点（申告点）の合計
	
	評価基準点

	○○点
	≧
	２０点


※　上記欄には入札参加者が申請する評価点（申告点）の合計を記入すること。評価基準点及び電子入札公告に大阪府が定めるものとする。

※　申告する評価点（申告点）の合計は、必ず自己採点表の評価点（申告点）の合計点と整合させること。
○問合わせ先　　部署・担当者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○配置予定の主任監督員  氏　名　　　　　　　　　　　　　　　（・常駐　　・非常駐）

監督員（建築）氏　名　　　　　　 　　　　　　　　 （・常駐　　・非常駐）
· 常駐・非常駐主任監督員予定者及び現場に配置予定常駐監督員を複数とする場合は、連名で記入すること。

· 落札候補者は、上記常駐・非常駐主任監督員予定者及び現場に配置予定常駐監督員が複数の場合、様式5の主任監督員及び監督員の内、1名を本工事監理者として選任するものとする。

· 記入漏れがある場合は、本資料を無効とし、資料の提出がなかったものとする。

· 事後審査の対象となったものについてのみ本府より連絡するので、電子入札公告に記載する日時までに提出すること。

· 上記、配置予定の主任監督員の常駐・非常駐について、該当する方を○で囲むこと。
P   ／　　

（様式２）

工事監理実績調書

委託名称：大阪府営浅香山住宅エレベーター棟増築工事監理業務
○主任監督員または監督員の工事監理実績経歴書

（本業務を担当する主任監督員及び監督員について記入して下さい。）

（注：常駐・非常駐主任監督員予定者及び現場に配置予定常駐監督員を複数とする場合、この様式を複写し、予定監理業務である工事監理業務時を含め、すべての常駐・非常駐主任監督員予定者及び現場に配置予定常駐監督員を記入すること。）
	氏名
	

	主任監督員
	○発注者
	

	
	○委託名称
	

	
	○業務実施場所
	

	
	○施設用途
	

	
	○施設概要

（構造・階数・延べ面積）
	　　造、地上　階建て、延べ面積：　　　　　　㎡



	
	○契約期間

○履行期間（工事監理業務）
	　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	
	○契約金額（税込）
	

	

	氏名
	

	監督員


	○発注者
	

	
	○委託名称
	

	
	○業務実施場所
	

	
	○施設用途
	

	
	○施設概要

（構造・階数・延べ面積）
	　　造、地上　階建て、延べ面積：　　　　　　㎡



	
	○契約期間

○履行期間（工事監理業務）
	　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	
	○契約金額（税込）
	


· 本実績調書に記入する実績は、平成28年４月１日から入札書の提出期間の初日までに完成し、発注者への引渡しが完了している建築工事監理業務の業務実績について記載すること。

· 建築工事監理業務実績については、対象業務の発注者に問い合わせるなど、事実確認を行う場合がある。

· 「主任監督員」とは、工事監理業務を行う者をいう。

· 「監督員」とは、「主任監督員」が工事現場に常駐して業務を行えない場合において、「主任監督員」の統括のもと、現場に常駐し、工事監理業務を行う者をいう。

P   ／　　

（様式３－１）
監理体制調書(建築)
委託名称：大阪府営浅香山住宅エレベーター棟増築工事監理業務
（注：常駐・非常駐主任監督員及び現場に配置予定常駐監督員を複数とする場合、この様式を複写し、予定監理業務である工事監理業務時を含め、すべての常駐・非常駐主任監督員及び現場に配置予定常駐監督員・補助監督員を記入すること。）
	配置監督員氏名
	資格等

	主任監督員氏名
	資格名称
	登録番号

	
	
	

	
	
	登録年月日・取得後年数

	
	
	　　　年　　月　　日・　　年

	手持ち業務の有無、期間、形態

(詳細は様式3-2へ記載すること)
	監理業務
経験年数
	学歴等

（専門科目及び専門学科を記入）

	有・無
	年
	大学
短大・高等専門学校
高校
	卒業後

	　　　年　　月　　日まで
	
	
	年

	常駐　・　重点　・　非常駐
	
	
	

	監督員氏名
	資格名称
	登録番号

	
	
	

	
	
	登録年月日・取得後年数

	
	
	　　　年　　月　　日・　　年

	手持ち業務の有無、期間、形態
	監理業務
経験年数
	学歴等

（専門科目及び専門学科を記入）

	有・無　
	年
	大学
短大・高等専門学校
高校
	卒業後

	　　　年　　月　　日まで
	
	
	年

	常駐　・　重点　・　非常駐　　
	
	
	

	補助監督員氏名
	資格名称
	登録番号

	
	
	

	
	
	登録年月日・取得後年数

	
	
	　　　年　　月　　日・　　年

	手持ち業務の有無、期間、形態
	監理業務
経験年数
	学歴等

（専門科目及び専門学科を記入）

	有・無　
	年
	大学
短大・高等専門学校
高校
	卒業後

	　　　年　　月　　日まで
	
	
	年

	　常駐　・　重点　・　非常駐
	
	
	


※　主任監督員が現場において工事監理業務を行う場合は、監督員欄は空欄で可。
※　主任監督員が現場において工事監理業務を行う場合で、業務委託履行期間の開始日までに終了する手持ち業務がある場合は、入札書提出日時点の手持ち業務を別紙（様式３－２）へ記載し提出すること。

※　主任監督員が統括指導のもとに工事監理業務を行う場合、入札書提出日時点の手持ち業務を別紙（様式３－２）へ記載し提出すること。

※　「統括指導のもとに工事監理業務を行う主任監督員」とは、「技師C以上」の業務経験年数を有する「監督員」を現場に重点監理させ、その「監督員」を「主任監督員」が統括指導をしながら工事監理を行う者をいう。

P   ／　　

（様式３－2）
監理体制調書(建築・補足)

委託名称：大阪府営浅香山住宅エレベーター棟増築工事監理業務
	No
	主任監督員の手持ち業務内容

	
	主任監督員の氏名　（　　　　　　　　　　　　　　）

	１
	委託名称
	

	
	発注者
	

	
	履行期間
	　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

	
	監理態様（配置形態）
	重点(0.33・0.5・(　　　))・非常駐


	２
	委託名称
	

	
	発注者
	

	
	履行期間
	　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

	
	監理態様（配置形態）
	重点 (0.33・0.5・(　　　))・非常駐

	３
	委託名称
	

	
	発注者
	

	
	履行期間
	　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

	
	監理態様（配置形態）
	重点(0.33・0.5・(　　　))・非常駐

	４
	委託名称
	

	
	発注者
	

	
	履行期間
	　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

	
	監理態様（配置形態）
	重点(0.33・0.5・(　　　))・非常駐


※　上記枠内に、書ききれない場合は複写し全件記入すること。
※　手持ち業務が無い場合は提出不要。
※　「非常駐」とは、「主任監督員」が工事現場に常駐して業務を行えない場合において、現場に常駐する「監督員」及び「補助監督員」を統括し工事監理業務を行う「非常駐主任監督員」をいう。
P   ／　　

（様式４－１）

建築工事監理業務成績評定点調書(事務所)

委託名称：大阪府営浅香山住宅エレベーター棟増築工事監理業務
■事務所の建築工事監理業務成績評定点

	業務成績評定点の取得の有無について該当事項に○印を付すこと
	・有【　　　】件　　　　　　　　・　無

（以下の欄を記入すること）　　　　　（以下の欄は記入不要）

	業務名　【評定点】
	【　　　　点】

	履行期間
	　　　　年　月　日　から　　　　年　月　日　まで

	契約金額(税込)
	

	業務名　【評定点】
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【　　　　点】

	履行期間
	　　　　年　月　日　から　　　　年　月　日　まで

	契約金額(税込)
	

	業務名　【評定点】
	【　　　　点】

	履行期間
	　　　年　月　日　から　　　　年　月　日　まで

	契約金額(税込)
	

	業務名　【評定点】
	【　　　　点】

	履行期間
	　　　年　月　日　から　　　　年　月　日　まで

	契約金額(税込)
	

	業務名　【評定点】
	【　　　　点】

	履行期間
	　　　年　月　日　から　　　　年　月　日　まで

	契約金額(税込)
	

	建築工事監理業務

成績評定点
	【　　　　点】

（複数ある場合には、それらの平均値を記入すること）


※　令和３年４月１日から令和８年９月８日までに完了した建築工事監理業務のうち、「大阪府発注建築工事監理業務」の業務成績評定点を記入すること。

· 上記期間内に複数の建築工事監理業務実績がある場合は、それらの平均値を記入すること。

ただし、令和６年10月８日から令和８年10月８日までに通知を受けた建築工事監理業務成績評定点が65点未満の実績がある場合は、その業務成績評定点を記入すること。

また、「引渡し後に判明した瑕疵に対する文書注意及び評価への反映について」に基づく文書注意を受けた場合は、当該文書に記載している点数を減点したものを当該業務の成績評定点とみなす。

※　上記枠内に、書ききれない場合は、複写して全件記入すること。
※　審査時に落札候補者が申告した評価点（申告点）で「業務成績点に係る減点」の記載漏れや、申告内容に誤りがあった結果、落札者が申告した評価点（申告点）の合計が、評価基準点を下回った場合は、提出した入札書を無効とする。
P   ／　　

（様式４－２）

建築工事監理業務成績評定点調書(主任監督員)

委託名称：大阪府営浅香山住宅エレベーター棟増築工事監理業務
（注：常駐・非常駐主任監督員予定者を複数とする場合、この様式を複写し、それぞれ記入すること。）
■主任監督員の建築工事監理業務成績評定点

	氏　名
	

	年　齢
	

	業務成績評定点の取得の有無について該当事項に○印を付すこと
	・有【　　　】件　　　　　　　　・　無

（以下の欄を記入すること）　　　　　　（以下の欄は記入不要）

	業務名　　【評定点】
	【　　　　点】

	履行期間
	　　　年　月　日　から　　　　年　月　日　まで

	契約金額(税込)
	

	業務名　　【評定点】
	【　　　　点】

	履行期間
	　　　年　月　日　から　　　　年　月　日　まで

	契約金額(税込)
	

	業務名　　【評定点】
	【　　　　点】

	履行期間
	　　　年　月　日　から　　　　年　月　日　まで

	契約金額(税込)
	

	業務名　　【評定点】
	【　　　　点】

	履行期間
	　　　年　月　日　から　　　　年　月　日　まで

	契約金額(税込)
	

	業務名　　【評定点】
	【　　　　点】

	履行期間
	　　　年　月　日　から　　　　年　月　日　まで

	契約金額(税込)
	

	建築工事監理業務

成績評定点
	【　　　　点】

（複数ある場合には、それらの平均値を記入すること）


· 令和３年４月１日から令和８年９月８日までに完了した建築工事監理業務のうち、「大阪府発注建築工事監理業務」の業務成績評定点を記入すること。

※　上記期間内に複数の建築工事監理業務実績がある場合は、それらの平均値を記入すること。

ただし、令和６年10月８日から令和８年10月８日までに通知を受けた建築工事監理業務成績評定点が65点未満の実績がある場合は、その業務成績評定点を記入すること。なお、評価点合計が最も小さい主任監督員予定の得点を評価の対象とする。

また、「引渡し後に判明した瑕疵に対する文書注意及び評価への反映について」に基づく文書注意を受けた場合は、当該文書に記載している点数を減点したものを当該業務の成績評定点とみなす。

※　上記枠内に、書ききれない場合は、複写して全件記入すること。
※　審査時に落札候補者が申告した評価点（申告点）で「業務成績点に係る減点」の記載漏れや、申告内容に誤りがあった結果、落札者が申告した評価点（申告点）の合計が、評価基準点を下回った場合は、提出した入札書を無効とする。
P   ／　　

（様式４－３）
建築工事監理業務成績評定点調書(監督員)

委託名称：大阪府営浅香山住宅エレベーター棟増築工事監理業務 
（注：現場に配置予定常駐監督員を複数とする場合、この様式を複写し、それぞれ記入すること。）
■監督員の建築工事監理業務成績評定点

	氏　名
	

	年　齢
	

	業務成績評定点の取得の有無について該当事項に○印を付すこと
	・有【　　　】件　　　　　　　　・　無

（以下の欄を記入すること）　　　　　　（以下の欄は記入不要）

	業務名　　【評定点】
	【　　　　点】

	履行期間
	　　　年　月　日　から　　　　年　月　日　まで

	契約金額(税込)
	

	業務名　　【評定点】
	【　　　　点】

	履行期間
	　　　年　月　日　から　　　　年　月　日　まで

	契約金額(税込)
	

	業務名　　【評定点】
	【　　　　点】

	履行期間
	　　　年　月　日　から　　　　年　月　日　まで

	契約金額(税込)
	

	業務名　　【評定点】
	【　　　　点】

	履行期間
	　　　年　月　日　から　　　　年　月　日　まで

	契約金額(税込)
	

	業務名　　【評定点】
	【　　　　点】

	履行期間
	　　　年　月　日　から　　　　年　月　日　まで

	契約金額(税込)
	

	建築工事監理業務

成績評定点
	【　　　　点】

（複数ある場合には、それらの平均値を記入すること）


· 令和３年４月１日から令和８年９月８日までに完了した建築工事監理業務のうち、「大阪府発注建築工事監理業務」の業務成績評定点を記入すること。

※　上記期間内に複数の建築工事監理業務実績がある場合は、それらの平均値を記入すること。

ただし、令和６年10月８日から令和８年10月８日までに通知を受けた建築工事監理業務成績評定点が65点未満の実績がある場合は、その業務成績評定点を記入すること。なお、評価点合計が最も小さい主任監督員予定の得点を評価の対象とする。

また、「引渡し後に判明した瑕疵に対する文書注意及び評価への反映について」に基づく文書注意を受けた場合は、当該文書に記載している点数を減点したものを当該業務の成績評定点とみなす。

※　上記枠内に、書ききれない場合は、複写して全件記入すること。
※　審査時に落札候補者が申告した評価点（申告点）で「業務成績点に係る減点」の記載漏れや、申告内容に誤りがあった結果、落札者が申告した評価点（申告点）の合計が、評価基準点を下回った場合は、提出した入札書を無効とする。

· 主任監督員が現場に常駐する場合は、本調書(監督員)の記入は必要ない。
P   ／　　

（様式５-１）
表彰等受賞実績調書（企業の技術力）
委託名称：大阪府営浅香山住宅エレベーター棟増築工事監理業務
■「大阪府都市整備部優良建設工事等表彰制度」に基づく都市整備部長表彰又は事務所長等表彰（公共建築室長表彰）の受注者としての受賞実績
	業務名
	

	発注所管課
	

	受賞年度
	　　年度

	表彰の種類
	・都市整備部長表彰
・事務所長等表彰　（表彰室課名：　　　　　　　　　　）
いずれかに○印を付ける。


※　住宅建築局が発注する「建築工事監理業務」で、令和６年度若しくは令和７年度に受賞した『大阪府都市整備部優良建設工事等表彰制度』に基づく都市整備部長表彰又は事務所長等表彰（公共建築室長表彰、住宅経営室長表彰等）の、受注者としての受賞実績（１件）について記載すること。
※　「事務所長等表彰」を選択した場合は、表彰を受けた室名若しくは課名を記載すること。
※　上記の評価の対象に該当するものであっても、大阪府入札参加停止要綱に基づく、以下の①又は②に該当する入札参加停止（経営不振を除く。）の措置を受けた場合は、本項目による評価の対象としない。
① 当該表彰の受賞以降に入札参加停止の措置を受けた場合

② 当該表彰を受賞した業務が要因となり、入札参加停止の措置を受けた場合
※　令和６年10月８日から令和８年10月８日までに通知を受けた大阪府における工事監理業務成績評定点が65点未満のものがある場合、若しくは、「引渡し後に判明した瑕疵に対する文書注意及び評価への反映について」に基づく文書注意を受けた場合は、本項目による申告の対象外とする
P   ／　　

（様式５-2）
表彰等受賞実績調書（配置予定技術者の技術力）
委託名称：大阪府営浅香山住宅エレベーター棟増築工事監理業務
■「大阪府都市整備部優良建設工事等表彰制度」に基づく都市整備部長表彰又は事務所長等表彰（公共建築室長表彰）の配置技術者としての受賞実績
	業務名
	

	発注所管課
	

	受賞年度
	　　年度

	表彰の種類
	・都市整備部長表彰
・事務所長等表彰　（表彰室課名：　　　　　　　　　　）
いずれかに○印を付ける。


※　住宅建築局が発注する「建築工事監理業務」で、令和６年度若しくは令和７年度に受賞した『大阪府都市整備部優良建設工事等表彰制度』に基づく都市整備部長表彰又は事務所長等表彰（公共建築室長表彰、住宅経営室長表彰等）の、配置技術者としての受賞実績（１件）について記載すること。
※　「事務所長等表彰」を選択した場合は、表彰を受けた室名若しくは課名を記載すること。
※　上記の評価の対象に該当するものであっても、大阪府入札参加停止要綱に基づく、以下の①又は②に該当する入札参加停止（経営不振を除く。）の措置を受けた場合は、本項目による評価の対象としない。
① 当該表彰の受賞以降に入札参加停止の措置を受けた場合

② 当該表彰を受賞した業務が要因となり、入札参加停止の措置を受けた場合
P   ／　　

（様式６）

主任監督員等の建築工事監理実績調書

委託名称：大阪府営浅香山住宅エレベーター棟増築工事監理業務
○主任監督員または監督員の工事監理実績経歴書

（本業務を担当し、現場に常駐する主任監督員または監督員についてのみ記入して下さい。）

（注：主任監督員予定者及び現場に配置予定常駐監督員を複数とする場合、この様式を複写し、それぞれ記入すること。この場合、すべての主任監督員及び現場に配置予定常駐監督員を評価し、評価点合計が最も小さいものを評価の対象とする。）

	氏　　名
	

	同種業務
又は

同種業務以外の

実績

【１件目】
	○発注者
	

	
	○委託名称
	

	
	○業務実施場所
	

	
	○施設用途
	

	
	○工事監理施設の概要
（構造・階数・延べ面積）

（新築・改築・増築・改修・耐震改修の区分等を○で囲むこと）
	工事建物：　　　造、地上　階建て、延べ面積：　　　㎡

新築工事・改築工事・増築工事・改修工事・耐震改修工事　　　　　（工事対象延べ面積：　　　　　㎡）

	
	○契約期間

○履行期間（工事監理業務）
	　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	
	○実績種別（○で囲むこと）
	・同種業務　　　　・同種業務以外

	
	○監理形態（○で囲むこと）
	・常駐　　　・重点

	
	○契約金額（税込）
	（￥：　　　　　　　円）

	同種業務
又は

同種業務以外の

実績

【２件目】
	○発注者
	

	
	○委託名称
	

	
	○業務実施場所
	

	
	○施設用途
	

	
	○工事監理施設の概要
（構造・階数・延べ面積）

（新築・改築・増築・改修・耐震改修の区分等を○で囲むこと）
	工事建物：　　　造、地上　階建て、延べ面積：　　　㎡

新築工事・改築工事・増築工事・改修工事・耐震改修工事　　　　　（工事対象延べ面積：　　　　　㎡）

	
	○契約期間

○履行期間（工事監理業務）
	　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	
	○実績種別（○で囲むこと）
	・同種業務　　　　・同種業務以外

	
	○監理形態（○で囲むこと）
	・常駐　　　・重点

	
	○契約金額（税込）
	（￥：　　　　　　　円）


· 本実績調書に記入する実績は、平成28年４月１日から入札書の提出期間の初日までに建築工事監理業務が完了、又は完了する主任監督員の評価対象とする建築工事監理業務の業務実績について記載すること。(注、非常駐主任監督員の実績は評価しない。)
· ただし、監督員が現場に常駐し工事監理を行う場合は、監督員の建築工事監理業務実績とする。

· なお、常駐主任監督員予定者及び常駐監督員予定者を複数予定する場合は評価点合計が最も小さい者の得点を評価の対象とする。

· 建築工事監理業務実績については、対象業務の発注者に問い合わせるなど、事実確認を行う場合がある。
P   ／　　

（様式７）

「障がい者（障害者）雇用状況報告書」の提出について
※　加算の対象とする場合は、必ず記入し、提出すること。
委託名称：大阪府営浅香山住宅エレベーター棟増築工事監理業務
	障がい者の実雇用率　※
　　　　　　％


※　実雇用率が障がい者の法定雇用率（2.5%）を超えている場合に加算の対象とします。
※　実雇用率について
（１）法定の障害者雇用状況報告書の提出義務のある事業主
・提出いただく「障害者雇用状況報告書（写し）」の「実雇用率」欄の数を記載してください。
・「実雇用率」欄の記載が「2.50%」の場合には
「計」欄÷「法定雇用障害者の算定の基礎となる労働者の数」欄×１００
の数を2.5％超が分かる小数点以下の桁数まで記載してください。
（２）法定の障害者雇用状況報告書の提出義務のない事業主
・提出いただく「障がい者雇用状況報告書（常用雇用労働者40.0人未満事業主用）」の「実雇用率」欄の数を記載してください。
※　本調書に以下の書類を添付すること。
（１）法定の障害者雇用状況報告書の提出義務のある事業主
以下①～④のうち該当する書類（いずれも公共職業安定所の受付印のあるもの。電子申請を行った場合は、その到達を確認できる書類を併せて添付すること）
①常用雇用労働者40.0人以上の民間事業主（法定雇用2.5％）
「障害者雇用状況報告書（以下「国報告書」という。）（様式第６号）」の写し
②グループ適用の認定を受けた事業主（法第45条の認定を受けた事業主）
「国報告書（様式第６号の２（２））」の写し
③企業グループ算定特例を受けた事業主（法第45条の２の認定を受けた事業主）
「国報告書（様式第６号の３（２））」の写し
④事業協同組合等算定特例を受けた事業主（法第45条の３の認定を受けた事業協同組合等の事業主）
「国報告書（様式第６号の４（２））」の写し
（２）法定の障害者雇用状況報告書の提出義務のない事業主
以下書類で大阪府商工労働部雇用推進室の受付印のあるもの
「障がい者雇用状況報告書（常用雇用労働者43.5人未満の民間事業主用）」（様式第２号）の写し
	障がい者の雇用率及び書類について不明点等ある場合は、以下問い合わせ先に確認してください。
【問い合わせ先】
大阪府商工労働部　雇用推進室　就業促進課　障がい者雇用促進グループ　
〒540－0031
大阪市中央区北浜東3-14　エル・おおさか（大阪府立労働センター）本館11階
電話：06-6360-9077・9078　FAX：06-6360-9079
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＜注＞ ※ 得点欄に実績申告書にかかる評価基準の評価を確認し記入すること。

申告する評価点（申告点)の合計 評価基準点

点 ≧ 点

※　評価点欄に「実績申告書作成要領」P4～P7「６　実績申告書にかかる評価基準」の評価を

　確認し記入すること。

自己採点表

大阪府営浅香山住宅エレベーター棟増築工事監理業務

（注：主任監督員予定者及び現場に配置予定常駐監督員を複数とする場合、この様式を複写し、それ

ぞれ配点し提出すること。）

評価点

（申告点）



計算式

申告する評価点（申告点)の合計が評価基準点未満の場合は、失格となります。

合計評価点（申告点）



評価点申告の有無

□有

□無

評　価　項　目

主任監督員等の

建築工事監理業

務実績

実績

20
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商号又は名称
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